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大規模集客施設の立地誘導大規模集客施設の立地誘導
都市集約化都市集約化

・都市域面積のコンパクト化だけではなく、人が集まる施設を誘導することによって、移動距離も削
減される。

・既に都市計画では、集客施設の立地規制が始まっている。

出所：低炭素都市づくりガイドライン（素案）平成21年3月、国土交通省

都市構造都市構造

交通交通



大規模集客施設等の立地規制等の概要
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・大規模集客施設の立地は、都市構造レベルで大きな影響を及ぼすおそれがあるため、大規模
集客施設の郊外での立地を制限している。

・また、開発許可制度や広域調整手続などの制度も充実されている。

改正前 改正後

都市構造都市構造

交通交通

出所：低炭素都市づくりガイドライン（素案）平成21年3月、国土交通省
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国立環境研究所・環境省資料、都市計画年報より作成
出所：地球温暖化対策地方公共団体実行計画（区域施策編）

策定マニュアル（第1版）平成21年6月環境省
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▲東京圏・大阪圏

－路面電車現存

◆路面電車一部廃止

●路面電車全線廃止

■その他

公共交通機関の整備公共交通機関の整備

・公共交通機関が整備されている大都市や路面電車を有する都市は、一人当たりの運輸旅客（自
動車）部門のCO2排出量が少ない傾向にある。

公共交通機関利用促進公共交通機関利用促進 都市構造都市構造

交通交通
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ほとんどのDID人口密度の値に対して、LRTが輸送人kmあたりSyLC-CO2が最小となる。ただし、
DID人口密度が低い地域では、既存の鉄道・バス路線を活用する、あるいは自動車を用いる方が

環境負荷の小さい場合も出てくる。

都市の特性に見合った公共交通機関の整備都市の特性に見合った公共交通機関の整備

例：北見市 4,260.1人/km2 例：青森市 6,091.2人/km2

ＬＲＴ優位

既存鉄道・バス・
自動車等優位

出所：低炭素社会に向けた交通システムの評価と中長期戦略、平成21年7月、脱温暖化2050プロジェクト・交通チーム

公共交通機関利用促進公共交通機関利用促進 都市構造都市構造

交通交通



都市構造・交通分野の主要な対策と障壁
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・都市構造・交通分野で主要な対策は何か。また、その障壁は何か。

都市構造都市構造

交通交通

近隣集約化近隣集約化

都市集約化都市集約化

公共交通利用
促進

公共交通利用
促進

＜対策分類＞＜対策分類＞

現行の公共交通活用現行の公共交通活用

新たな公共交通導入新たな公共交通導入

自動車利用の転換自動車利用の転換

集客施設等の整備集客施設等の整備

郊外開発の抑制郊外開発の抑制

居住地・就業地の集約居住地・就業地の集約

徒歩・自転車環境整備徒歩・自転車環境整備

＜対策＞＜対策＞
＜障壁（例）＞＜障壁（例）＞

・徒歩・自転車での移動圏に必要な施設が
立地していない

・郊外の方が立地コストは安い。また、移転
に関するコストが高い
・私有財産の規制に関する社会的な合意の
形成に時間を要する
・既成市街地において集約施設の立地条件
に見合った不動産が限定される

・（特に地方において）公共交通の採算性が
不透明で、安定した経営が難しい

・基盤の整備にかかるコストが大きい
・P&R等新しい自動車の利用方法や、自動

車に代わる公共交通の利用の認識が高く
ない



複数施策の実施パターンによる効果の違い
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・複数の施策を実施する場合、それらの導入時期と実施期間の組み合わせによって全体的な効
果に違いがあるため、各分野の対策に関する施策を「いつ導入」し、「いつまで実施」するかにつ
いては、効果が現れる速度や中長期的な効果の大きさをふまえて優先順位づけ行う必要がある。

都市構造都市構造

交通交通

出所：低炭素社会に向けた交通システムの評価と中長期戦略、平成21年7月、脱温暖化2050プロジェクト・交通チーム

（例） 2010～2050年に
① 低燃費車の購入促す施策
② 鉄道の利用を促す施策

を導入した場合の試算

A：①と②を2010～2050年の40年間でゆるやかに実施
B：①を2010～2020年の10年間で、②を2030～40年の10年間で実施
C：②を2010～2020年の10年間で、①を2030～40年の10年間で実施
D：①と②を2030～2040年の10年間で集中的に実施
E：①と②を2010～2020年の10年間で集中的に実施

組
み
合
わ
せ
パ
タ
ー
ン

＜試算結果＞

CおよびEのパターンが

効果的

↓

鉄道の利用を促す施
策である②を先行して
実施すると、即効性が
あり、かつ40年間のCO
２排出量にも抑制効果
がある。
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街区・地区単位の主要対策の分類
街区街区

街区・地区単位の主要な対策は、「エネルギー需要」、「エネルギー供給」、「エネルギーマネジメント」、「交
通」、「緑化・自然利用」などに分類できる。

さらにそれらの対策をシステム別に分類すると、「密度・用途のコントロール」、「街区単位の建物のエネル
ギー性能規定」、「エネルギー需給システムの構築」、「エネルギー資源の有効活用」、「アメニティとデザイ
ン」に分類できる。

対策分類

密度・用途
のコント
ロール

街区単位の
建物のエネ
ルギー性能
規定

エネルギー
需給システ
ムの構築

エネルギー
資源の有効
活用

アメニティと
デザイン

エネルギー需要 省エネルギー住宅 ○
長期優良住宅 ○

エネルギー供給 再生可能エネルギーの活用 ○
建物間熱融通の導入 ○
エネルギーの高効率利用（ヒートポンプシステムの導入） ○
エネルギーの多段階利用（コージェネレーションシステムの
導入）

○ ○

工場排熱・清掃工場排熱等の未利用エネルギーを活用した
熱供給システム

○ ○

地点熱供給（集中プラント）の導入 ○
エネルギーの面的利用 ○ ○

エネルギーマネジメント エネルギーモニタリング ○
省エネルギー診断 ○

緑化・自然利用 大規模緑地の保全 ○
小規模緑地の保全 ○
屋上緑化・壁面緑化、建築物敷地内緑化 ○
街路樹等の整備 ○
土系舗装 ○
地下水・下水再生水等を利用した散水 ○
軌道緑化 ○
暗渠河川の再生 ○
風の道の整備 ○

交通 公共交通利用促進 ○ ○
歩行・自転車利用促進 ○
カーシェアリング・サイクルシェアリング ○
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谷口論文に基づき、コリドールが公共交通機関やそれに基づく土地利用計画によって形成される
とすれば、そのコリドール上にいくつかの低炭素・カーボンマイナス街区（駅等拠点型）を整備し、
その整備に当たって大規模集客施設（高齢化を見据えた施設構成を考える）の立地を促進・誘導
することが考えられる。

このとき、街区・地区の配置・規模等を「密度・用途のコントロール」という枠組みで捉えることがで
きる。

民生用エネルギー需給と交通から見た都市集約化の考え方（例）民生用エネルギー需給と交通から見た都市集約化の考え方（例）

人口の集約
住み替え促進

拠点的な市街
地の整備

公共交通機関
の整備

公共交通機関
のサービス強化

コリドール型極偏在型

大規模集客施
設の集約

このような拠点的な市街地は2050年までにどれくらい整備できるのか。あるい

は必要なのか。カーボンマイナス街区はどれくらいの規模で整備すればよいか。

街区街区
密度・用途のコントロール
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出所：環境省

街区街区

街区単位の総合的な取り組み街区単位の総合的な取り組み

性能規定

・街区における取り組みは、密度・用途のコントロールや、性能規定、需給システムの構築、有効
活用、アメニティとデザインなどを組み合わせた総合的な対策を行うことが考えられる。

・整備する街区は、住宅地や業務集積地などの立地条件でいくつかのタイプに分けられる。

有効活用密度・用途のコントロール アメニティ需給システム
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密度・用途のコ
ントロール

密度・用途のコ
ントロール

街区単位の建
物のエネルギー

性能規定

街区単位の建
物のエネルギー

性能規定

アメニティとデ
ザイン

アメニティとデ
ザイン

＜対策分類＞＜対策分類＞

屋上緑化・壁面緑化、
建築物敷地内緑化、暗
渠河川の再生、歩行・
自転車利用促進 など

屋上緑化・壁面緑化、
建築物敷地内緑化、暗
渠河川の再生、歩行・
自転車利用促進 など

省エネルギー住宅、長
期優良住宅 など

省エネルギー住宅、長
期優良住宅 など

カーボンマイナス街区
の整備、風の道の整備
大規模緑地の保全

カーボンマイナス街区
の整備、風の道の整備
大規模緑地の保全

＜対策＞＜対策＞
＜障壁（例）＞＜障壁（例）＞

・都市計画で長期的な方針が明確になって
いない

・個別建物対策が中心で、街区単位で取り
組む意識・インセンティブがない

・デザインに対する成果・効果が評価しづら
い（不動産評価に反映される仕組みが構築
されていない）
人材が不足している

エネルギー需給
システムの構築

エネルギー需給
システムの構築

エネルギーの面的利
用、エネルギーの高効
率利用、エネルギーモ

ニタリング など

エネルギーの面的利
用、エネルギーの高効
率利用、エネルギーモ

ニタリング など

・個別建物対策が中心
・導入コスト・料金等が高い
・長期の需要変動に対応する柔軟なシステ
ム構築が難しい
・分散型エネルギーの需給を柔軟に調整す
る制度が構築されていない

エネルギー資源
の有効活用

エネルギー資源
の有効活用

再生エネルギーの利
用、工場排熱等の未利
用エネルギーの活用

など

再生エネルギーの利
用、工場排熱等の未利
用エネルギーの活用

など

・導入コスト・料金等が高い

街区・地区分野の主要な対策と障壁

・街区・地区で主要な対策は何か。また、その障壁は何か。

街区


